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ワーケーションとは

 ワーケーションは新しい概念であり、さまざまな定義・解釈が存在。
 令和2年7月27日の観光戦略実行推進会議では、以下の４類型が示された。

ワーケーションとは

1出典：山梨大学田中敦教授 提供資料



ワーケーションをとりまく主体の動向
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 ワーケーションをとりまく主な主体は、行政と地域、関連事業者、制度導入企業、従業員・働き手。

 ワーケーションに期待する効果は、主体によって異なっていることが想定されるため、ターゲット

となる主体に応じて、的確な施策を展開する必要。

出典：山梨大学田中教授 提供資料



ワーケーションの普及に向けた国の動き

３

 国では、ウィズ・ポストコロナ時代における観光の再生と新たな展開のため、観光産業の収益力
向上、デジタルトランスフォーメーションの推進と併せて、ワーケーション等の「新たな旅のス
タイル」の普及を促進していく方針。

 令和３年度に向けて、各省庁が以下の項目の中でワーケーション関連予算を概算要求中。

観光庁：観光の再生と新たな展開

内閣府：地方創生テレワーク推進事業、地方創生テレワーク交付金

農林水産省：ワーケーションにも対応した農泊の推進

出典：令和2年9月29日観光戦略実行推進会議（観光庁）における観光庁資料



ワーケーションの普及に向けた地方の動き

４

 ワーケーションの推進については、和歌山県や長野県等が先行。

 和歌山県は、２０１７年度からワーケーション推進に取り組み、３年間（２０１７年～２０１９
年）で１０４社９１０ 名を受入。

 長野県は、２０１８年度から「信州リゾートテレワーク」のコンセプトで、ワーケーションのモ
デル事業を開始。７カ所をモデル地域に設定し、コワーキングスペースから大規模宿泊施設まで、
様々な拠点を整備。２０１８年度は３０名、２０１９年度は約２３０名を受入。

出典：令和2年7月27日観光戦略実行推進会議（観光庁）における和歌山県資料 出典：令和２年版情報通信白書（総務省）


